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研究要旨 

 本研究は、診療科別医師の必要数を推計するために必要となる、疾患-診療科の対応表を作成する

ことを通じ、都道府県別診療科ごとの将来必要な医師数の見通しを試算する上での基礎資料を得るこ

とを目的としている。本研究では DPC データに着目し、退院患者の実診療データに基づき、疾患-診

療科の対応表の作成を試みた。DPC 病院は急性期病院である点、入院患者のみを分析対象としてい

る点、一般病床以外（精神病床）については含まれていない点、保険診療以外（正常分娩等）が含ま

れていない点等留意すべき点はあるものの、現時点で利用可能なデータの中では最も規模の大きな

データベースに基づく分析となっており、今後の活用が期待される。 

A. 研究目的 

 

 医師の偏在は、地域間・診療科間のそれぞれに

おいて、長きにわたり課題として認識されながら、

現時点においても解消が図られていない医療政

策上の課題のひとつである。医療従事者の需給

に関しては、医療従事者の需給に関する検討会

医師需給分科会（以下「分科会」）においても、全

国的な医師数の増加を図ったとしても、医師偏在

対策が十分図られなければ、地域や診療科とい

ったミクロの領域での医師不足の解消にはつなが

らないとの認識が広がる中で、さまざまな施策が

検討されている。 

 一方、専門医制度については「専門医の在り方

に関する検討会報告書」（平成 25 年４月）に基づ

き、新たな専門医の養成の仕組みの開始に向け

て準備が進められ、平成 30 年度より新たな仕組

みの下で制度が開始された。また、先の医療法・

医師法改正により、医師の専門研修に関して、国

から日本専門医機構等に対し、必要な研修機会

を確保するよう要請する権限の創設や、都道府県

の意見を聴いた上で、国から日本専門医機構等

に対し、専門医の養成に関して、地域医療の観

点から必要な措置の実施を意見する仕組みの創

設等が設けられ、医師養成過程を通じた地域に

おける医師確保のための施策も強化された。  

 本研究班は、平成 28 年 6 月 3 日の医療従事者

の需給に関する検討会・医師需給分科会中間取

りまとめにおいて、「専攻医の募集定員について

は、診療領域ごとに、地域の人口、症例数等に応

じた地域ごとの枠を設定することを検討する。」とさ

れたことを受け、具体的な考え方や必要なデータ

収集を行なうことを目的に平成 28 年度に厚生労

働科学研究特別研究事業として開始され、平成

29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金

（地域医療基盤開発推進研究）における検討を経

て本年度に至っている。 

 これまでの研究成果は、分科会において、「将

来の診療科ごとの医師の需要を明確化するにあ
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たって具体的な手順（案）」として、紹介され 1たが、

その後、平成 29 年 12 月に取りまとめられた分科

会の第 2 次中間取りまとめでは、専門研修に関し

て、「診療科ごとに都道府県別の定員を設定し、

臨床研修同様、マッチングの仕組みを導入するこ

とで、地域における診療科偏在を是正していくべ

き」という考え方と「定員設定等の導入は時期尚

早であり、まずは今回の対策の効果をみるべき」と

の考え方が両論併記される等、平成 30 年度に引

き続き技術的な検討を続けてゆくことが求められ

ている状況にある。 

 この技術的な検討の中で最大の課題となってい

るのが、「将来の診療科ごとの医師の需要の明確

化にあたっては、診療科と疾病・診療行為の対応

表等を作成するために必要なデータの整理等を

行う必要」があるとされている点である。現状では

疾患に関する統計データは性・年齢階級別の有

病率等のデータが整備されている他、将来人口

推計も整備されているため、疾患別の患者数の将

来推計を行うことが出来るものの、診療科と診療

行為の紐付けが一定程度明確な診療科と、紐付

けが困難な診療科が存在 2するため、患者数の将

来推計を診療科別の将来推計につなげる上では、

疾患-診療科の対応表が必要となっている。 

 本研究の目的は、診療科別医師の必要数を推

計するために必要となる疾患-診療科の対応表を

作成することで、都道府県別診療科ごとの将来必

要な医師数の見通しを試算する上での基礎資料

を得ることにある。 

 

 

B．研究方法 

 

 疾患と診療科の関係を実診療データから得るた

めに、本研究では DPC データに着目した。本研

究では、厚生労働科学研究「保健医療介護現場

                                                   
1 平成 29 年 10 月 25 日 医療従事者の需給に関

する検討会 第１3 回 医師需給分科会 資料 医師

養成過程における 地域での医師確保 

2. 平成 30 年 9 月 28 日 医療従事者の需給に関

する検討会 第 22 回 医師需給分科会 資料 2-2 

表１ 診療科目の対応 

 

主たる診療科 診療科目（DPC）
内科＋総合診療科 内科

心療内科
呼吸器科
消化器科
循環器科
アレルギー科
リウマチ科
神経内科
胃腸科
呼吸器内科
循環器内科
糖尿病科
血液透析科
代謝内科
内分泌内科
血液科
血液内科
消化器内科
糖尿内科
膠原病リウマチ内科
腫瘍治療科
総合診療科
内分泌リウマチ科
血液腫瘍内科
腎不全科
内分泌代謝科

小児科 小児科
新生児科
小児循環器科

皮膚科 皮膚科
精神科 精神科

神経科
精神神経科

外科 外科
呼吸器外科
心臓血管外科
小児外科
肛門科
気管食道科
消化器外科
肝胆嚢外科
大腸肛門科
乳腺甲状腺外科

整形外科 整形外科
産婦人科 産婦人科

産科
婦人科
不妊内分泌科

眼科 眼科
耳鼻咽喉科 耳鼻咽喉科
泌尿器科 泌尿器科

腎移植科
脳神経外科 脳神経外科

脳卒中科
放射線科 放射線科
麻酔科 麻酔科
救急科 救急医学科
形成外科 形成外科

美容外科
リハビリテーション科 リハビリテーション科
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の課題に即したビッグデータ解析を実践するため

の臨床疫学・統計・医療情報技術を磨く高度人材

育成プログラムの開発と検証に関する研究」（研

究代表者 東京大学 康永秀生）の協力を得て、

2016 年度 1 年間の退院患者に関するデータから、

ICD コード別、性・年齢階級別・DPC 診療科コー

ド別の退院患者数の集計結果の提供を受けた。 

 診療科別必要医師数の検討の上では、患者調

査による性・年齢階級別推計患者数と将来人口

推計を用いて患者数の変化を推計するため、ICD

コードを患者調査で用いられる傷病分類に再集

計を行うとともに、DPC の診療科区分（69 種類）を、

専門医の基本領域（18 領域、ただし、内科と総合

診療科は１つの領域とする）に表１により集約した。 

 

 

C．研究結果 

 

 性・年齢階級別に疾患-診療科の対応表を得る

ことができた。以下、各疾患をどの診療科が担当

しているかという観点から、疾患別担当診療科

構成割合（表２）を、各診療科がどんな疾患を担

当しているかという観点から、診療科別担当疾

患構成割合（表３）を示す。 

 

 

D.考察 

 

 本研究により、将来の診療科ごとの医師の需要

の明確化にあたって必要となる診療科と疾病の対

応表を DPC データから作成することが出来た。 

 この換算表を用いて、診療科別医師の将来推

計を実施するにあたっては、DPC データの特徴を

踏まえ留意が必要な点が存在する。その主なもの

には、DPC 病院は一般病床の急性期病院である

点（したがって、精神病床は対象外になっている）、

                                                   
3 労働政策研究・研修機構（JILPT）調査シリーズ 

No.102 勤務医の就労実態と意識に関する調査 
4 井元 清哉. 平成 28 年度厚生労働科学特別研究「医

入院患者のみを分析対象としており、外来患者に

ついては情報が得られていないため、一定の仮

定のもとで外来患者について推計を行なう必要が

ある点、正常分娩のような保険外診療の状況が含

まれてない点等が主要なものである。また、今回

は退院患者数を用いているため、在院期間や、

患者の重症度については考慮されていない点等

も留意が必要である。 

 ただ、1 年間で約 700 万人以上に上る実診療デ

ータを用いて医師の診療の実態を把握できた意

義は大きく、本データの限界については理解した

うえで必要な補正を加えることで、将来必要となる

専門医の推計を行う上での貴重な資料得られた

意義は大きいと考える。 

 その上で、今後に向けたいくつかの課題につい

ても述べておきたい。 

 第１は、診療科別の労働時間に関するデータの

整備の必要性である。医師の労働時間に関して

は、日本労働政策研究・研修機構（JIL-PT）3、井

元ら 4、種田ら 5 の先行研究があるが、診療科や

専門医資格の保有状況についてのより詳細な把

握や、昨今の医師の働き方改革による変化を踏ま

えた新たなデータ整備が必要となっている点であ

る。 

 第２は、診療科と疾患の対応表は、標榜科という

観点から作成されているため、専門医と疾患に関

するデータ整備・収集が必要となる点である。

DPCデータべースには、医療資源を最も投入した

疾患を担当した診療科の情報は収集されている

ものの、専門医が診療に携わっているかについて

は情報がない。専門医資格の有無が何らかの診

療パターンの違いにつながっていかについての

検証は必要である。 

 第３は、必要医師数を性・年齢階級別の労働時

間で調整することは、平均労働時間に性差がある

現状を反映させた必要医師数の推計の上では妥

師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」 
5 種田憲一郎. 平成 29 年度厚生労働行政推進調査事

業費「病院勤務医の勤務実態に関する研究」報告書 
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当なものであっても、その運用においては留意が

必要である点である。現状の男女の役割分担や

勤務時間の差が適切なものであるかどうかという

点や、男女別の医師の人数をどう考えるかは、今

後とも議論が必要なテーマであると考えられる。 

 

 

E.結論 

 

 DPC を用いて、疾患-診療科の対応表を作成す

ることには一定の限界はあるにしても、都道府県

別診療科ごとの将来必要な医師数の見通しを試

算する上は、現時点で利用可能なデータの中で

は最も有益なものとなっていると考えられる。 
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表２　疾患別担当診療科構成割合

総
合
診
療
科

内
科
＋

小
児
科

皮
膚
科

精
神
科

感染症および寄生虫症 56.5 20.0 7.0 0.1
新生物＜腫瘍＞ 38.6 0.6 1.5 0.3
血液および造血器の疾患ならびに免疫機構の障害 61.4 13.5 1.1 0.3
内分泌,栄養および代謝疾患 78.1 9.7 0.2 0.3
精神および行動の障害 24.4 3.2 0.0 64.0
神経系の疾患 50.9 9.0 0.0 2.0
眼および付属器の疾患 0.8 0.1 0.0 1.0
耳および乳様突起の疾患 24.6 3.0 0.0 0.5
循環器系の疾患 67.6 0.4 0.1 0.1
呼吸器系の疾患 58.7 22.0 0.0 0.1
消化器系の疾患 56.4 1.1 0.0 0.2
皮膚および皮下組織の疾患 18.7 7.9 36.0 0.7
筋骨格系および結合組織の疾患 16.3 3.5 0.6 0.3
尿路性器系の疾患 39.7 3.4 0.0 0.3
妊娠,分娩および産じょく<褥> 1.2 0.0 0.0 0.2
周産期に発生した病態 0.5 88.5 0.0 0.3
先天奇形,変形および染色体異常 8.6 25.5 1.1 0.6
症状,徴候および異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの 17.4 63.0 0.0 0.3
損傷,中毒およびその他の外因の影響 10.5 4.4 0.4 0.3
健康状態に影響をおよぼす要因および保健サービスの利用 48.4 4.5 0.0 0.1

表３　診療科別担当疾患構成割合

総
合
診
療
科

内
科
＋

小
児
科

皮
膚
科

精
神
科

感染症および寄生虫症 3.4 8.4 16.8 0.4
新生物＜腫瘍＞ 21.1 2.3 32.6 8.5
血液および造血器の疾患ならびに免疫機構の障害 1.2 1.8 0.8 0.3
内分泌,栄養および代謝疾患 4.8 4.1 0.5 1.0
精神および行動の障害 0.4 0.4 0.0 59.6
神経系の疾患 3.4 4.1 0.1 6.6
眼および付属器の疾患 0.1 0.1 0.2 6.7
耳および乳様突起の疾患 0.6 0.5 0.0 0.6
循環器系の疾患 25.7 1.1 1.7 1.3
呼吸器系の疾患 13.2 34.3 0.4 1.6
消化器系の疾患 15.5 2.0 0.2 2.2
皮膚および皮下組織の疾患 0.5 1.5 38.6 1.0
筋骨格系および結合組織の疾患 2.0 2.9 2.6 1.8
尿路性器系の疾患 5.1 3.0 0.2 1.9
妊娠,分娩および産じょく<褥> 0.1 0.0 0.0 0.9
周産期に発生した病態 0.0 20.1 0.0 0.5
先天奇形,変形および染色体異常 0.2 3.7 0.9 0.7
症状,徴候および異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの 0.1 2.3 0.0 0.1
損傷,中毒およびその他の外因の影響 2.5 7.4 4.3 4.2
健康状態に影響をおよぼす要因および保健サービスの利用 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
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外
科

整
形
外
科

産
婦
人
科

眼
科

耳
鼻
咽
喉
科

泌
尿
器
科

脳
神
経
外
科

放
射
線
科

麻
酔
科

救
急
科

形
成
外
科

シ

ョ
ン
科

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

合
計

7.8 0.7 1.0 0.1 1.3 1.8 0.5 0.0 0.3 2.5 0.2 0.1 100.0
29.6 1.3 10.8 0.1 3.2 9.3 2.1 0.8 0.1 0.0 1.5 0.0 100.0
12.0 0.8 4.4 0.1 0.5 3.5 0.6 0.1 0.1 1.6 0.1 0.1 100.0
5.2 0.6 0.3 0.4 0.9 0.8 1.2 0.1 0.2 1.7 0.3 0.1 100.0
2.5 0.4 0.4 0.0 0.1 0.1 1.4 0.0 0.3 2.9 0.1 0.2 100.0
1.6 6.6 0.1 0.0 7.6 0.1 18.1 0.0 0.7 2.1 0.4 0.8 100.0
0.1 0.0 0.0 95.5 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 100.0
1.5 0.1 0.1 0.0 61.0 0.1 7.0 0.0 0.1 1.6 0.3 0.0 100.0

10.4 0.4 0.1 0.0 0.0 0.2 16.9 0.1 0.2 2.0 0.3 1.1 100.0
5.8 0.3 0.1 0.0 10.6 0.3 0.4 0.0 0.1 1.3 0.0 0.1 100.0

40.3 0.2 0.4 0.0 0.4 0.2 0.1 0.1 0.0 0.6 0.1 0.0 100.0
8.3 7.9 0.7 0.1 2.6 0.5 0.4 0.0 0.1 0.9 15.0 0.1 100.0
1.2 71.9 0.1 0.1 0.1 0.1 3.2 0.0 0.4 0.4 0.8 1.1 100.0
3.8 0.3 16.2 0.0 0.2 34.9 0.2 0.0 0.1 0.7 0.1 0.0 100.0
0.0 0.0 98.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
0.1 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

22.3 5.5 1.2 1.4 4.9 6.2 5.7 0.4 0.0 0.1 16.5 0.1 100.0
2.8 0.1 0.0 0.0 14.6 0.1 0.1 0.2 0.2 1.1 0.0 0.0 100.0
5.4 59.3 0.3 0.7 0.5 0.9 8.0 0.1 0.3 5.3 2.3 1.4 100.0

18.5 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

外
科

整
形
外
科

産
婦
人
科

眼
科

耳
鼻
咽
喉
科

泌
尿
器
科

脳
神
経
外
科

放
射
線
科

麻
酔
科

救
急
科

形
成
外
科

シ

ョ
ン
科

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

1.3 0.2 0.4 0.0 1.2 1.1 0.3 0.4 4.8 4.6 0.5 0.5
44.5 2.9 36.4 0.6 26.2 49.1 10.0 78.2 15.2 0.8 30.3 1.3
0.6 0.1 0.5 0.0 0.1 0.7 0.1 0.4 0.5 1.0 0.1 0.1
0.9 0.2 0.1 0.2 0.8 0.5 0.7 1.1 2.5 3.2 0.6 0.6
0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 1.5 1.6 0.1 0.4
0.3 1.8 0.0 0.0 7.4 0.1 10.2 0.2 11.8 4.2 1.1 5.0
0.0 0.0 0.0 97.4 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0
0.1 0.0 0.0 0.0 20.7 0.0 1.4 0.1 0.8 1.1 0.2 0.0

10.9 0.5 0.2 0.0 0.2 0.9 55.0 8.9 16.6 24.0 4.3 41.3
3.6 0.3 0.1 0.0 35.5 0.7 0.7 1.6 7.8 9.2 0.3 1.4

30.4 0.2 0.6 0.0 1.7 0.7 0.2 3.3 1.8 5.0 1.1 0.9
0.6 0.9 0.1 0.0 1.0 0.1 0.1 0.2 0.4 0.8 14.8 0.3
0.4 34.7 0.0 0.1 0.1 0.2 3.3 0.1 14.3 1.6 3.7 13.1
1.3 0.2 12.7 0.0 0.4 42.7 0.2 0.5 2.2 2.8 0.6 0.6
0.0 0.0 46.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
0.0 0.0 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
1.3 0.5 0.1 0.2 1.5 1.2 1.0 1.4 0.1 0.1 12.4 0.2
0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.2 0.3 0.2 0.0 0.0
3.6 57.7 0.4 1.4 1.7 2.0 16.6 3.2 19.1 39.8 20.1 34.3
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0



（留意点）

・ 本資料で提示する推計は、実際の診療データに基づき、現状の各診療科の診療実態を反映したエビデンスに基づく
ものであるが、現状の診療科と疾病等の対応が将来維持されるものと仮定し、機械的に算出したものであり、総合的
な診療の領域※２の役割などについて別途検討を行う必要があることに留意しつつ、幅を持った検討を行う必要がある
ものである。

・ 各診療科医師数と専門医資格保有医師数は異なるものであり、必ずしも、養成数が専攻医養成数を意味しない。

・ 各都道府県別の必要医師数の見通しについては、全国の見通しを患者数の比で機械的に按分※３したもの。

都道府県別診療科ごとの将来必要な医師数の見通しについて

※１ 計算の仮定・前提は以下の通り。

・ 厚生労働科学研究「保健医療介護現場の課題に即したビッグデータ解析を実践するための臨床疫学・統計・医療情報技術を磨く高度人材育成プログラムの開発と検証に関する研
究」（研究代表者 東京大学 康永秀生）の研究結果（DPCデータから求めた69診療科×傷病分類（ICD-10）別の患者数）を用いて、厚生労働科学研究「ニーズに基づく専門医の養
成に係る研究」（研究代表者 自治医科大学 小池創一）において、基本診療領域×傷病中分類（患者調査）別の患者数を算出し、基本診療領域と疾病等との対応表を作成。
・ 放射線科、臨床検査、救急科、リハビリテーション科については、全診療科における患者数、麻酔科、病理については、外科における患者数、精神科については、患者調査におけ
る「精神及び行動の障害」における患者数を用いた。
・ 現在＝2016年医師数（仕事量）については、平成28年医師届出票における主たる診療科別医師数を基本診療領域に統合（主たる診療科について、内科、呼吸器内科、循環器内
科、消化器内科(胃腸内科)、腎臓内科、神経内科、糖尿病内科(代謝内科)、血液内科、アレルギー科、リウマチ科、感染症内科、心療内科については内科、外科、呼吸器外科、心
臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科(胃腸外科)、肛門外科、小児外科については外科、産婦人科、産科、婦人科については産婦人科、形成外科、美容外科につい
ては形成外科として集計）したものを用い、性年齢階級別に第３次中間取りまとめにおけるマクロ供給推計の仕事率を掛け合わせた。
・ 現在＝2016年における必要医師数については、各診療科別勤務時間等（「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務
実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成）及び第３次中間取りまとめにおける勤務時間を週60時間に制限する等の仮定をおくマクロ
需要推計の推計値（需要ケース２）を用いて調整。
・ 2016年、2024年、2030年、2036年における必要医師数については、「診療科と疾病等の対応表」に基づき、性年齢階級別の人口推計及び平成26年患者調査に基づく受療率を踏
まえ計算。
・ 全国の推計値については、第３次中間取りまとめにおけるマクロ需給推計の推計値と整合性をとるために調整。
・ 年間養成数の算出にあたっては、診療科別の生残率を用いた。
※２ 総合診療、救急、ICU・病棟管理領域等を想定。
※３ 全国の性年齢階級別受療率と都道府県の性年齢階級別推計人口を用いて都道府県別診療科ごとの患者数を推計し、平成26年の患者数に基づく都道府県別診療科ごとの施設
所在地ベースの患者数と患者住所地ベースの患者数の比が将来も一定であるものとして患者流出入後の患者数を計算した。

医療従事者の需給に関する検討会
第28回 医師需給分科会

参考
資料
5改

平成31年２月18日

（
参

考
）

12

IBQIJ
スタンプ



- - - - -

-

- - -

-

- - -

- - - -

-

- - - -

-

- -

- -

- - - -

- - -

- - -

- -

- -

- - -- -

-

- --- - -

- - - -

- --
-- -

-
- -- - -

-
-

- - - -
- - - -

-
- - -
- - - -

- -

- -

-
- - -

-
- - -

- -

- -

-

- - -

-

- -

-

-

- - - -

-

- - - - -

-- -

- -

- - -

-

-

- -

-

-- -

- -

-

- - -
-

-
-

- - -
-

- - -
- -

-
-

- - - -
- -

-

- -
- -

-
-

-

13



-

- -

-

- -

-

-

-

-

- - -

- -

--

-

-

-

--

-

-- - - -

-

-
- -

- -
-

- -

- - -
-

- -

-
-

- -
-

-

- --

-- -

-

- -

-

- -

- - -

- -

-

- - - -

- -

-

- - - -

-

- -

-

-
-

-
- -

-

-- -

- -

-

-
-

-

14



- -

-

-

- -

-

-

-- -

- -

- -

- -

-

-

- --

-

- - -

- - - -

- -

-

-

- - - - -

- - - - -

-

- -

- -

-- - -

-

-
- - -

- -

-
-

- - -
-

-
- -

- - -
- -

- -
- -

- -
- -

- -

-

-

- - -

-

- -

- -

- - - -

-

- -

-

- - - -

- - -

-

-

-

- -
- -

-- - -

-

- -

-

-
- - --

-

-
-

15



--

-

-

-

-

-- -

-- -

- -

-

- -

- - - -

-

- - -

-

- -

-

-

- - -

- -
-

-
- -

-
- -

- - -

-

-
-

- -

- -

-

- -

- -

-

-

-

-

- -

-

- -

- - - -

- - - -

-

-

- - -

-

- - -

-- -

- - -

- - -

- - -
-

- -

-
- --

- -

-

-
-

- - -

- -

16



- -

- -

- - -

- -

-

-

-

- -

- -

-- -- - - -

--

-

- - -

-

-- -

-

- - -
- -

- -

-
-

-- - -
-

-
- -

- -
- - - - -

-
- -

-
- -
- -

-

- -

-

- - -

-

- - - -

- - - -

- - -- - -

- -

--

-

-

-

-

-

-

- -

- - -

-

- -
-

-
- - -

- - -
-

-
- - -

-
-

- - - -

-
-

- - -

17



--

- -

- - -

-

-

- -

- -

-

- - - - -

- -

- -

- - - -

-

-

- -

- -

-

-

-

-

- -

- -

- - -

- - -

-
-

-
-

-
-

- - - -
- - -

-
-

-

- -

-

-

- -

- - - -

- -

-- - - - - -

-

-

-

-

-

- -

- -

-

- -
- - - - -

- -

- -
-

-
- -- - -

-
-

-
-

- -- - - -

18



-

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

-

- - -

- -

- - -

- - -

- -

- -

- - - - -

-

- -

- - -

- -

- -
-

-
-
- -
-

- -
-

- -
-

- -

-
-

-- -- - - -
- -

-

-

-

-

-

-

- - - -

-

-

-

-

-

-

-

-

- -

-

-

- -
- -

19



- - -

-

-

- -

-

- -

-

- - -

- - - -

-- -

-

-

- - - -

-

- -

- -

- -

- - -

-

-

- - -

-

-

-

-

-

- -

- - - - -

-
- - - -

-

- -

- -
-

-
-

20



-

-

-

-

- -

-

- - -

-

-

-

-

-

- - -

-

-

- -

-
-

- -
-

-

-

-

-

-

-

-

- -

-

- -

-

- -

-

-
-

- -
-

-

- -
-

- --

-

-

21


	03 分担報告書_小池
	03-2 分担報告書（参考）_小池



